
安来市公告

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告

下記のとお り参加表明書及び企画提案書の提出を招請する。

令和 8年 10月 9日

安来市長  田 中 武

記

1 件名

安来市地域産業を支える次世代デジタル人材育成支援業務

2 目的

本業務では、地域産業を支える次世代デジタル人材を育成するとともに、地域

内の異世代交流により、地域や地域内企業への関心を高め、将来的に地元への人

材還流につなげることを目的とする。

3 担当部署

安来市政策推進部定住産業課

4 参加資格
公告日現在、次の各号の全ての要件を満たすものとする。

(1)地方自治法施行令 (昭和 22年政令第 16号)第 167条の 4の規定に該
当しない者

(2)国又は地方公共団体から競争入札における指名停止措置を受けていない者
(3)破産法 (平成 16年法律第 75号 )の規定による破産手続き開始の申立て、
会社更生法 (平成 14年法律第 154号)の規定による更生手続き開始の申
立て又は民事再生法 (平成 11年法律第225号 )の規定による再生手続き
開始の申立てがなされていない者



(4)暴力団 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律
第 77号)第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。)若 しくは暴力団員 (同条
第 6号に規定する暴力団員をいう。)の利益につながる活動を行う者又はこれ

らと密接な関係を有しない者

(5)国税及び地方税に滞納がない者
(6)過去 5年間 (令和 3年度～令和 7年度)に地方公共団体 (市区町村に限る。)
において同様の業務を受託した実績を有する者

5 施行期間

契約締結日の翌日から令和 10年 1月 31日 までとする。

6 委託限度額

10,000,00,0円 (消費税及び地方消費税を含む。)

7 各年度の委託限度額

令和 8年度 760万 円 (消費税及び地方消費税を含む。)

令和 9年度 240万 円 (消費税及び地方消費税を含む。)

なお、企画管理に要する経費は、令和 8年度に含めることとする。

8 実施要領等の公表

安来市のホームページにおいて公表する。

(ホームページアドレス httpsi//w岬 .city,vasugi,shimane.lp/)

※ トップページ >し ごと >商 工業・観光 >商工業振興 >安来市地域産業

を支える次世代デジタル人材育成支援業務公募型プロポーザル

9 参力日表明書、企画提案書等の提出期限及び提出先

(1)提出期限

参加表明書  令和 8年 10月 30日 (金)正午

企画提案書等 令和 8年 11月 11日 (水)正午

(2)提出先

「11 本件に関する問合せ先」と同じ。



10 その他

詳細については、安来市地域産業を支える次世代デジタル人材育成支援業務公

募型プロポーザル実施要領を参照すること。

11 本件に関する問合せ先

〒692-8686

島根県安来市安来町 878番 地 2(安来市役所安来庁舎 )

安来市政策推進都定住産業課 産業振興係

電  話 :0854-23-3104

FAX:0854-23-3061

Eメ ール ishou,kou@city.ya,sugiosh lmane.]p


